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(57)【要約】
【課題】本発明が解決しようとする課題は、機器毎の地
絡判定に用いる中性点電流規定値の設定が不要で、誤動
作を起すことなくコイル地絡検出を可能とすることにあ
る。
【解決手段】本発明は上記課題を解決するために、三相
電機子巻線を有する回転電機において、中性点に接地抵
抗を備え、電流計測手段を前記電機子巻線の少なくとも
２相に備え、相電流を比較し、相によって高調波成分の
構成が異なる際にコイル地絡検出と判定することを特徴
とする。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２相以上からなる電機子巻線を有し、電流計測手段を前記電機子巻線の少なくとも２相
に備え、前記電流計測手段により計測した電流に含まれる高調波成分を比較し、相によっ
て高調波成分の構成が異なる際にコイル地絡検出と判定する回転電機。
【請求項２】
　前記電流計測手段により計測した電流に含まれる高調波成分のうち、第３高調波成分の
振幅値を比較することを特徴とする請求項１記載の回転電機。
【請求項３】
　電機子巻線が複数の並列回路より構成され、電流計測手段を前記並列回路のうち２つ以
上の中性点側に備え、各回路電流に含まれる高調波成分を比較することでコイル地絡を検
出することを特徴とする請求項１記載の回転電機。
【請求項４】
　三相電機子巻線を有し、中性点に接地抵抗を備え、ライン側に三相短絡かつ地絡する電
気ブレーキ断路器を備え、電気ブレーキ印加時の相電流の高調波成分が相によって異なる
際にコイル地絡検出と判定することを特徴とする請求項１記載の回転電機。
【請求項５】
　三相電機子巻線を有し、中性点に接地抵抗を備え、電流計測手段を前記電機子巻線の中
性点側，ライン側両方に備え、双方の計測した相電流に含まれる高調波成分を比較し、差
がある際にコイル地絡検出と判定する回転電機。
【請求項６】
　三相電機子巻線を有し、中性点に接地抵抗を備え、ライン側に三相短絡かつ地絡する電
気ブレーキ断路器を備え、電気ブレーキ回路の中性点と接地の間に電流検出手段を備え、
前記電流検出手段における電流値からコイル地絡検出を判定する回転電機。
【請求項７】
　三相電機子巻線を有し、中性点に接地抵抗を備え、ライン側に三相短絡かつ地絡する電
気ブレーキ断路器を備え、中性点接地抵抗と接地との間および電気ブレーキ回路の中性点
と接地の間にそれぞれ電流検出手段を備え、２つの電流検出手段の検出した電流値の差か
らコイル地絡検出を判定することを特徴とする請求項６記載の回転電機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電機子巻線におけるコイル地絡を検出し、保護可能な回転電機に関するもの
である。
【背景技術】
【０００２】
　回転電機における電機子巻線の地絡は、一般的に地絡発生時の中性点電流を予め設定し
た値、あるいは出力等に応じて変更した値と比較することで判定している。従来方式によ
るコイル地絡検出を行う回転電機の一例を図８に示す。回転電機１の電機子巻線中性点側
は三相が短絡された上で断路器３と中性点接地抵抗１０を介して地絡されており、電流計
測手段２によって中性点電流が計測される。計測された中性点電流は電流検出装置６によ
り検出された後、演算装置９によって規定値と比較され、健全値の範囲外であった場合に
はコイル地絡ありと判定される。
【０００３】
　従来の回転電機保護の例として、特許文献１，２，３及び４が知られている。これらは
いずれもコイル地絡が生じた場合に中性点に流れる電流が変化することに着目している。
以下これらの例について概要を示す。
【０００４】
　特許文献１では、全出力範囲に適用しようとした際の誤動作を防ぐため、発電機出力と
比例して変化する基本波電流を検出して第３高調波と演算することで解決を図っている。
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【０００５】
　特許文献２では低電位における地絡にも適用可能となるように、基本波電流に基づいて
地絡保護継電器の動作値を変更するようにしている。
【０００６】
　特許文献３では、ガスタービン発電プラント用発電機を誘導機として起動する起動装置
を設けた場合において、中性点接地抵抗器と並列に高調波電流検出手段と中性点側地絡保
護継電器を設け、中性点接地抵抗器と高調波電流検出手段の間にフューズを設けて中性点
側地絡時の第３高調波電流を検出して保護する構成としている。
【０００７】
　特許文献４では、回転電機の第３調波電圧に影響する諸状態量を入力して予測した第３
調波と、中性点接地装置により変換された中性相電流に対応する検出電圧の第３調波成分
を比較し、測定値が予測値に接近したとき所定の条件で動作出力する構成としている。
【０００８】
　しかしながらこれらの方法においては、いずれも事前に設定した値との比較にならざる
を得ず、機器毎に地絡判定に用いる中性点電流規定値の設定が必要である。また、出力や
電流との演算を経たとしても中性点電流の健全時からの変化量を計測する必要があること
から、誤動作を発生させない範囲での検出に限られることがある。
【０００９】
　また、発電電動機等に用いられる電気ブレーキ印加時にはコイルの起電力が電機子電流
によって打ち消されるため、中性点接地装置における中性点電流およびその変換された電
圧の変化は小さく、これらの方法によって地絡を検出することは困難と考えられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開昭５９－２５５２９号公報
【特許文献２】特開昭５９－１０１２７号公報
【特許文献３】特開２００５－３３８７７号公報
【特許文献４】特開平３－３６９２０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　以上のように、従来の地絡検出方法では、いずれも事前に設定した値との比較にならざ
るを得ず、機器毎に地絡判定に用いる中性点電流規定値の設定が必要である。また、出力
や電流との演算を経たとしても中性点電流の健全時からの変化量を計測する必要があるこ
とから、誤動作を発生させない範囲での検出に限られることがある。
【００１２】
　また、発電電動機等に用いられる電気ブレーキ印加時にはコイルの起電力が電機子電流
によって打ち消されるため、中性点接地装置における中性点電流およびその変換された電
圧の変化は小さく、これらの方法によって地絡を検出することは困難という問題があった
。
【００１３】
　本発明は上記問題点を解消するためになされたもので、機器毎の地絡判定に用いる中性
点電流規定値の設定が不要で、誤動作を起すことなくコイル地絡検出を可能とするととも
に、電気ブレーキ印加時のコイル地絡についても検出を可能とする地絡検出装置を備えた
回転電機を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記目的を達成するために、本発明では、２相以上からなる電機子巻線を有し、電流計
測手段を前記電機子巻線の少なくとも２相に備え、前記電流計測手段により計測した電流
に含まれる高調波成分を比較し、相によって高調波成分の構成が異なる際にコイル地絡検
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出と判定することを特徴とする。
【００１５】
　また、三相電機子巻線を有し、中性点に接地抵抗を備え、ライン側に三相短絡かつ地絡
する電気ブレーキ断路器を備え、電気ブレーキ回路の中性点と接地の間に電流検出手段を
備え、前記電流検出手段における電流値からコイル地絡検出を判定する地絡検出装置を備
えた回転電機を提供する。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明は、上記のとおり構成されているので、次に記載する効果を奏する。
【００１７】
　本発明の回転電機は、機器毎の地絡判定に用いる中性点電流規定値の設定が不要で、な
おかつ中性点電流変化の計測によらないため、誤動作を起こす懸念が無くコイル地絡の検
出が可能である。
【００１８】
　また、電気ブレーキ印加時においてもコイル地絡の検出が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の実施形態１を示す構成図である。
【図２】本発明の実施形態２を示す構成図である。
【図３】本発明の実施形態３を示す構成図である。
【図４】本発明の実施形態４を示す構成図である。
【図５】本発明の実施形態５を示す構成図である。
【図６】本発明の実施形態６を示す構成図である。
【図７】本発明の実施形態７を示す構成図である。
【図８】従来方式によるコイル地絡検出を行う回転電機の一例を示す構成図である。
【図９】本発明の実施形態５の変形例を示す構成図である。
【図１０】本発明の実施形態１における地絡検出のフローを示す図である。
【図１１】健全時の電流波形計算例を示す図である。
【図１２】Ｕ相に地絡がある場合の電流波形計算例を示す図である。
【図１３】本発明の実施形態６における地絡検出のフローを示す図である。
【図１４】本発明の実施形態８を示す構成図である。
【図１５】電気ブレーキ印加時の地絡電流経路を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の回転電機の実施形態について図面に基づき説明する。
【実施例１】
【００２１】
　図１は本発明の実施形態１を示す構成図である。回転電機１の電機子巻線中性点側は三
相が短絡された上で断路器３を介して地絡されている。電流計測手段２が電機子巻線の三
相のうち２相に配置されており、電流を計測する。計測された２相の電流は電流検出装置
６により検出され、演算装置７は２相の電流について高調波成分を比較し、２相の間で高
調波成分に差があった場合にはコイル地絡ありと判定する。
【００２２】
　図１０は実施形態１におけるコイル地絡検出フローを示す。電流検出装置６によって電
流検出２１が行われ、この情報に基づいて演算装置７内において周期波形抽出２２と高調
波成分演算２４を実施し、相による差２５を判断した結果、差があった場合には地絡検出
判定２６、差が無かった場合は健全判定２８とする。
【００２３】
　例えば、出力端が変圧器を介して系統に接続された三相同期発電機において、健全時の
電流波形には図１１に示すように高調波成分はほとんど含まれない。しかし、電機子巻線
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に地絡がある場合、図１２のように高調波を含んだ波形となることを解析により確かめる
ことができる。図１２は三相のうちＵ相コイルに地絡がある場合の電流波形の計算例を示
したものである。図１１，図１２において電流値は地絡のない時の電流ピーク値を１.０
として示したものである。
【００２４】
　コイルに地絡があるとき、零相電圧に変化が生じることにより中性点電流が変化する。
一方、出力や力率によっても中性点電流が変化することから、従来法では出力，電流など
の情報を演算に用いることで中性点電流の第３高調波に対する規定値を変化させてコイル
地絡を判定していた。
【００２５】
　これに対し、本発明によれば、コイル地絡を判定するために用いる情報は２つ以上の相
電流の高調波成分であって、その成分に差があったときにコイル地絡を検出することから
、規定値によらない検出が可能であり、誤動作や計測器の感度による検出範囲の制約を受
けない検出が可能となる利点がある。
【００２６】
　ここで比較する高調波成分は、電流波形を高調波分析した際の振幅または位相を指す。
本発明により、地絡箇所の抵抗が高いために基本波にはほとんど差が見られない場合にお
いても高調波成分の変化を検出することでコイル地絡の検出が可能となる。
【００２７】
　検出する高調波成分として零相成分に起因する３次を用いるのが良いが、機械や測定手
段に応じて検出しやすい調波成分が３次でない条件であれば５次，７次，１１次，１３次
などを比較しても良い。
【００２８】
　回転電機がインバータ駆動等の条件により電機子電流に高調波を含む場合には、初期値
からの増加を検出することで判定が可能である。
【実施例２】
【００２９】
　図２は本発明の実施形態２を示す構成図である。実施例１には２相の電流を比較する例
を示したが、電流計測対象とする電機子巻線は３相全てであってもよい。
【実施例３】
【００３０】
　図３は本発明の実施形態３を示す構成図である。回転電機１には３並列の回路からなる
三相の電機子巻線が施されており、１相の２つの並列回路に電流計測手段２を備え、別の
１相の１つの回路に電流計測手段２を備えている。演算装置７は、電流検出装置６により
検出した同相の並列回路２つの電流あるいは他相の１つの回路の電流を元に高調波成分を
比較し、回路間で高調波成分に差があった場合にはコイル地絡ありと判定する。
【００３１】
　コイル地絡が発生した回路では、地絡電流が重畳することにより、他の並列回路と電流
波形が異なる。このため回路間の電流成分を比較することによりコイル地絡検出が可能で
ある。また、比較対象として他の相の１回路を選んで比較しても良い。
【００３２】
　地絡電流が作る磁束の変化は他の並列回路にも影響し、電流波形の変化を起すため、電
流を検出している回路以外において短絡が発生した場合においても他の回路との比較から
検出が可能である。
【００３３】
　ここでは２相に電流計測手段を備えた例を示したが、１相以上の複数回路に電流計測手
段を備えても良い。
【実施例４】
【００３４】
　図４は本発明の実施形態４を示す構成図である。揚水発電向けの発電電動機などの回転
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電機においては、ライン側にも電気ブレーキ用断路器４を介して電機子巻線を三相短絡し
、かつその中性点を地絡した回路を形成し、回転子に界磁電流を与えることで電機子巻線
に三相短絡電流を流して回転エネルギーを損失として消費することにより制動を行うこと
がある。
【００３５】
　本実施例は、回転電機の電気ブレーキ印加時にコイル地絡検出を行えるよう構成したも
のである。回転電機１の電機子巻線中性点側は三相が短絡された上で断路器３を介して地
絡されている。ライン側も電気ブレーキ用断路器４を介して電機子巻線は三相短絡され、
その中性点が地絡されている。電流計測手段２が電機子巻線の三相のうち２相の中性点側
に配置されており、電流を計測する。演算装置７は、電流検出装置６により検出した電流
と回転速度検出手段１１が与える回転速度を元に高調波成分を比較し、２相の間で高調波
成分に差があった場合にはコイル地絡ありと判定する。
【００３６】
　中性点接地抵抗は比較的大きな抵抗が用いられているため、電気ブレーキ印加時に中性
点接地から地絡箇所へ流れる電流は非常に小さく、検出が困難であった。加えて、従来の
方法は中性点電流と発電機出力あるいは電流などとの演算によってコイル地絡を検出する
ものであるため、三相を短絡した状態であって電圧がゼロとなっている電気ブレーキ印加
時のコイル地絡検出への適用は困難であった。
【００３７】
　これに対し本発明によれば、三相短絡状態である電気ブレーキ印加時においても電流計
測手段２により電流を計測し、相による高調波成分を比較することによりコイル地絡を検
出することができる利点を有する。
【実施例５】
【００３８】
　図５は本発明の実施形態５を示す構成図である。電機子巻線の中性点側に加えてライン
側にも電流計測手段２を配置してある。
【００３９】
　コイル地絡が発生した相では、地絡電流が重畳することにより、中性点側とライン側で
電流波形が異なる。このため相毎の中性点側における電流の成分に加えて、中性点側とラ
イン側でも電流の成分を比較することによりコイル地絡検出の高精度化を図るとともに、
地絡発生相も特定できる利点がある。
【００４０】
　ここでは２相に電流計測手段２を配置した例を示したが、１相のみ、あるいは３相全て
に電流計測手段を配置しても良い。
【００４１】
　また、図９に示すように３相に独立して遮断器が設けられる場合には、ライン側の電流
計測手段２は回転電機１機内と遮断器５の間に設けるのが望ましい。さらに、ライン側と
中性点側を比較する相は１相以上のいくつであっても良い。
【実施例６】
【００４２】
　図６は本発明の実施形態６を示す構成図である。回転電機１には三相の電機子巻線が施
されており、電気ブレーキ回路の中性点と接地の間に電流検出手段２ｎを設け、演算装置
１３は、電流検出手段２ｎにより検出した電流値が初期値より増加した際にコイル地絡検
出を判定するよう構成している。
【００４３】
　図１３は実施形態６におけるコイル地絡検出フローを示す。電流検出手段２ｎの電流値
は演算装置１３内において電流振幅計算２７の後、初期値と比較２９され、初期値より大
３０を判断した結果、大であった場合には地絡検出判定２６、そうでなかった場合は健全
判定２８とする。
【００４４】
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　図１５に電気ブレーキ印加時にコイル地絡が発生した場合の地絡電流Ｉｇの流れる経路
を破線で示す。コイル地絡が生じた場合、中性点接地抵抗１０には通常大きな抵抗が用い
られるため、中性点接地１５から地絡箇所１６へ流れる電流は非常に小さい。これに対し
、電気ブレーキ回路側中性点接地１７に大きな抵抗が挿入されていなければ、コイル地絡
発生時には地絡コイル１８，地絡箇所１６，電気ブレーキ回路側中性点接地１７を通って
比較的大きな地絡電流が流れることが予測され、これは地絡がない場合に比べて明らかに
大きな電流であり、電流検出手段２ｎによる検出は容易である。
【００４５】
　したがって、本実施例に示すように電気ブレーキ回路側の接地箇所に電流検出手段を付
加することにより、電気ブレーキ印加時におけるコイル地絡を検出できる。
【実施例７】
【００４６】
　図７は本発明の実施形態７を示す構成図である。回転電機１の電機子巻線中性点側は三
相が短絡された上で断路器３を介して地絡されている。ライン側も電気ブレーキ用断路器
４を介して電機子巻線は三相短絡され、その中性点が地絡されている。電機子巻線のうち
２相に電流計測手段２を備えている。演算装置７は、電流検出装置６により検出した２つ
の相電流を元に高調波成分を比較し、相間で高調波成分に差があった場合にはコイル地絡
ありと判定する。さらに、回路の中性点と接地の間に電流検出手段２ｎを付加し、相電流
の高調波成分の比較に加えて、電流検出手段２ｎにおける電流値の規定値との比較によっ
てコイル地絡検出を判定するよう構成している。
【００４７】
　コイル地絡が生じた場合、中性点接地抵抗は大きな抵抗であるため、中性点接地から地
絡箇所へ流れる電流は非常に小さい。これに対し、電気ブレーキ回路側の中性点地絡に中
性点接地抵抗のように大きな抵抗が挿入されていなければ、コイル地絡発生時には電気ブ
レーキ回路側の接地箇所と地絡箇所との間で比較的大きな電流が流れることが予測され、
これは地絡がない場合の電流値に比べて明らかな差であり判別は容易である。
【００４８】
　したがって、本実施例に示すように電気ブレーキ回路側の接地箇所における電流の情報
を付加することにより、コイル地絡検出の高精度化を図ることができる。
【実施例８】
【００４９】
　図１４は本発明の実施形態８を示す構成図である。回転電機１には三相の電機子巻線が
施されており、中性点接地抵抗と接地の間に電流計測手段２、電気ブレーキ回路の中性点
と接地の間に電流検出手段２ｎをそれぞれ設け、演算装置１３は、電流計測手段２と電流
検出手段２ｎにより検出した電流値の差が初期値より増加した際にコイル地絡検出を判定
するよう構成している。
【００５０】
　コイル地絡が生じた場合、中性点接地抵抗は大きな抵抗であるため、中性点接地から地
絡箇所へ流れる電流は非常に小さい。これに対し、電気ブレーキ回路側の中性点地絡に中
性点接地抵抗のように大きな抵抗が挿入されていなければ、コイル地絡発生時には電気ブ
レーキ回路側の接地箇所と地絡箇所との間で比較的大きな電流が流れることが予測される
。したがって、電流計測手段２と電流検出手段２ｎにおける電流には明確な差が見られる
。
【符号の説明】
【００５１】
１　回転電機
２　電流計測手段
２ｎ　電流検出手段
３　断路器
４　電気ブレーキ用断路器
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５　遮断器
６　電流検出装置
７，９，１３　演算装置
１０　中性点接地抵抗
１１　回転速度検出手段
１４　巻線インピーダンス
１５　中性点接地
１６　地絡箇所
１７　電気ブレーキ回路側中性点接地
１８　地絡コイル

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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